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本件は、障がい者支援施設を経営するＹ法人を定年退職した後、有期労働契約を締結し、Ｙ法人に支援員として再雇用されたＸが、正
規職員と嘱託職員との待遇の相違（①期末・勤勉手当の不支給、②扶養手当の不支給、③夏季休暇・年末年始休暇の不付与）について、旧労
働契約法２０条及び短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律（以下では、「パート有期法」といいます。）８条、
９条に違反するとして、損害賠償等の支払いを請求した事案です。

１ 期末・勤勉手当の不支給

争点⑴

旧労働契約法２０条は、労働条件について、「期間の定めがあることにより」不合理に相違させることを禁止すること（いわゆる

「均衡待遇」）を定めています。

裁判所は、同条にいう「期間の定めがあることにより」とは、労働契約の期間の定めによって生じたものであれば足り、期間の定め

に関連して生じた相違であれば同条の適用が肯定されるとして、期末・勤勉手当の不支給が正規職員と嘱託職員に適用される就業規

則や給与規定中の定めによって生じたものと判断しました。

そのうえで、期末・勤勉手当を支給しないことが不合理かどうかは、①職務内容、②職務内容・配置の変更範囲、③その他の事情（手

当の性質、支給目的等）を考慮して判断するとの枠組みを示しました。

裁判所は、①②に関し、施設利用者への日常生活上の支援という業務については「正規職員と嘱託職員との間に実質的な違いがあ

ると認めるに足りる証拠はない」とし、当該業務に伴う責任の程度も「責任者たる担当者とそうでない担当者との役割の違いが格段

に大きいものであったとまではいい難」く、「就業規則上、正規職員及び嘱託職員は、いずれも人事異動が予定されている点で変わら

ない」ため、「職務内容及び変更範囲に関し、中核的業務に本質的な相違はない」としました。一方で、③に関しては、期末・勤勉手当が

「就労に対する功労報償としての性格」を有し、「賃金の後払的性格、生活費補填の趣旨も含み得るもの」として、「人材の確保及び定着
を目的とし、正規職員の勤務継続に対する奨励等として支給するといった趣旨もあることは否定し難い」ことを指摘しました。さら
に、Ｘが３７年余りの長期にわたって正規社員として勤務し、定年後再雇用された者であることにも着目し、（正規職員として勤務し
た）「その間、賃金面では定年制を前提として年功的処遇を受けてきた者であり」、「定年後再雇用における賃金について、長期勤続を

前提とした正規社員の賃金体系を見直すこと、すなわち、嘱託職員の賃金の条件を引き下げること自体に相応の合理性があること

期末・勤勉手当の不支給は、旧労働契約法２０条の禁止する不合理な労働条件の相違にあたるか。

期末・勤勉手当の不支給は、パート有期法９条の禁止する差別的取扱いにあたるか。

期末・勤勉手当の不支給は、パート有期法８条の禁止する不合理な待遇の相違にあたるか。

扶養手当の不支給は、旧労働契約法２０条の禁止する不合理な労働条件の相違にあたるか。

年末年始・夏季休暇の不付与は、旧労働契約法２０条の禁止する不合理な労働条件の相違にあたるか。
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なお、⑴ないし⑶の期末・勤勉手当の不支給については、旧労働契約法２０条とパート有期法８条・９条に違反するかどうかが争点と
なっています。これは、もともと旧労働契約法２０条において、有期雇用労働者と無期雇用労働者間の不合理な労働条件の相違の禁止が
定められていましたが、パート有期法（令和２年４月１日施行、令和３年４月１日より中小企業にも適用）の制定にあたり、旧労働契約法
２０条が削除され、パート有期法に統合されたという経緯があるためです。Ｘは、両者の適用期間に応じ、期末・勤勉手当の不支給の違法
性を争いました。
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本ニューズレター及び弁護士法人ALGからのリーガルサービスに関する情報（セミナー情報、法律相談に関する情報等を含みます。）をご希望される方は次のメー
ルアドレスに会社名、業種、氏名、役職、部署、電話番号及び配信希望先メールアドレスを記入したメールをお送りください。
弁護士法人 ALG は、本ニューズレター配信のために取得した個人情報について、弁護士法人 ALG からの各種ニューズレターの送信並びに各種リーガルサービ
スの紹介及び提供を行うために必要な範囲で利用させて頂きます。
なお、当該情報送信は、予告なく変更及び中止される場合があることをご了承ください。
■ 配信希望メールアドレス roumu＠avance-lg.com
お手数をおかけしますが、あらかじめ｢melmag@avance-lg.com｣のメールを受信できるように、設定をお願いいたします。

本ニューズレターは、具体的な案件についての法的助言を行うものではなく、一般的な情報提供を目的とするものです。
本ニューズレターに関するお問い合わせは、下記にお願いいたします。

（東京弁護士会所属）
東京法律事務所 〒163-1128  東京都新宿区西新宿6-22-1 新宿スクエアタワー 28F　　【連絡先】 TEL.03-4577-0757　FAX.03-5909-2454

各法律事務所 宇都宮・埼玉・千葉・横浜・名古屋・大阪・神戸・姫路・広島・福岡・タイ
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本事例から見る実務における留意事項Ⅳ

弁護士　森村 奈々

は否定し難い」と述べ、結論として「定年後に再雇用された嘱託職員について、定年退職時より賃金条件を引き下げるものの、最も高い

基本給であった定年退職時を基準としてその８割の基本給（中堅時代の基本給とほぼ同等）とする制度設計をし、正規職員に対して期

末・勤勉手当を支給する一方で、嘱託職員に対してこれを支給しないことは、不合理であると評価することができるものとはいえな

い」と判断しました。

争点⑵

パート有期法９条は、上述の旧労働契約法２０条の規定と異なり、「短時間・有期雇用労働者であることを理由として」基本給、賞与

その他の待遇のそれぞれについて、差別的取扱いをしてはならないこと（いわゆる「均等待遇」）」を定めています。

裁判所は、「労契法２０条にはない「短時間・有期雇用労働者であることを理由として」との要件が明記されている」ことを指摘し、

「パート有期法９条違反と認められるためには、処遇の相違が期間の定めに関連して生じたものであるというだけでは足りず、処遇の

相違が有期労働契約であることを理由としたものであることを要するものというべきである」と示しました。

そのうえで、「定年後再雇用の嘱託職員と正規職員との期末・勤勉手当に係る処遇の相違の理由は、定年前に正規職員として長期雇

用と年功的処遇を前提とした賃金の支給を受けたことや退職金の支給を受けたことなど、嘱託職員以外の臨時職員にはない事情を考
慮したものといわざるを得ない」ため、「期末・勤勉手当の支給がされない扱いとされていることは、原告が定年後再雇用の嘱託職員で
あることを理由としたものであって、有期雇用労働者であることを理由とした差別的取扱いに該当するものとは認められない」と判

断しました。

争点⑶

パート有期法８条は、有期雇用労働者と無期雇用労働者との間で不合理に待遇を相違させることを禁止する旨定めています。同条

は、旧労働契約法２０条の内容を明確化したものですので、裁判所は、争点⑴で示した判断枠組みに基づき、同様の理由で、期末・勤勉

手当を支給しないことは不合理であるとはいえないと判断しました。

旧労働契約法２０条及びパート有期法８条の労働条件の相違の不合理性が争われた裁判例がいくつか現れていますが、その中でも、

本件は、定年後に再雇用された有期雇用労働者の待遇について、一事例を加えた裁判例といえます。また、均等待遇を定めたパート有期

法９条の適用について判断した事例はまだ少なく、今後の判断への影響も考えられるところです。

なお、本判決は、Ｘ側が控訴しましたが、東京高裁令和５年１０月１１日判決において、控訴が棄却され主な理由付けも維持されています。

２ 扶養手当の不支給（争点⑷）

裁判所は、争点⑴で示した判断枠組みに基づき、①②に関しては争点⑴と同様の事情を考慮し、③その他の事情として、扶養手当が「労

働者に対する福利厚生ないし生活保障の趣旨で支給され、扶養親族のある者の生活設計等を容易にさせることを通じ、継続的な雇用を
確保する目的を有するもの」であるため、扶養手当を支給しないことが不合理とはいえないと判断しました。
３ 年末年始・夏季休暇の不付与（争点⑸）

裁判所は、争点⑴で示した判断枠組みに基づき、①②に関しては、争点⑴と同様の事情を考慮し、③その他の事情として、年末年始・夏

季休暇が「労働から離れる機会を与えることにより、労働者が心身の回復を図る目的とともに、年越し行事や祖先を祀るお盆の行事等に
合わせて帰省するなどの国民的な習慣や意識などを背景に、多くの労働者が休日として過ごす時期であることを考慮して付与されるも
のである」ことを指摘し、このような休暇の趣旨は、嘱託職員にも等しく当てはまるものであることから、嘱託職員に対し一切年末年始・

夏季休暇を付与しないことは不合理というべきと判断しました。

（大阪法律事務所所属）

厚労省からの通達や最高裁の判例を掲載していますので、是非ご覧ください。


